
　令和７年１１月２８日付け２０２５１０１６財関東第８号をもって（令和８年２月２０日付け２０２６０２１３財
関東第３号による変更承認を含む。）交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる交付金事業の成果
の評価について電源立地地域対策交付金交付規則第２２条第３項の規定により別紙のとおり報告します。

様式第８（第２２条関係）

令和７年度電源立地地域対策交付金事業評価報告書

東政発第　６３号

令和８年４月６日

関東経済産業局長　 殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住所　茨城県那珂郡東海村東海三丁目７番１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏名　東海村長　　山　田　　修

（注）（１） 別紙は次の事業評価総括表及び事業評価個表の様式によること。
      （２） 用紙の大きさは、日本産業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和７年度）

（単位：円）

備　考

公共用施設に係
る整備、維持補
修又は維持運営

等措置

公共施設維持補修事業
（基金造成）

茨城県東海村 211,000,000 211,000,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間

接交付金事業者名
交付金事業に要し

た経費
交付金充当額



Ⅱ．事業評価個表（令和７年度）

事業期間の設定理由 基金造成事業については，単年度で完了する事業のため。

交付金事業に関係する都道府県
又は市町村の主要政策・施策と
その目標

東海村公共施設等総合管理計画の基本方針１では，予防保全型の維持管理と長寿命化（日常点検や計画
的な改修により，公共施設等の長寿命化を図ります）と謳われており，令和7年度も引き続き本事業を
継続していく。

【目標】
本基金を充当して公共施設維持補修事業を実施し，建設後の時間の経過による施設の老朽化や，多様化
する住民ニーズに対応する。

事業開始年度 令和７年度 事業終了（予定）年度 令和７年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 茨城県東海村

交付金事業実施場所 茨城県那珂郡東海村内

交付金事業の概要

村内における住民福祉の向上に寄与する公共施設（福祉施設等）の維持補修に係る令和９年度以降の設
備工事，外装改修工事等に要する経費への基金造成。
本基金の造成により, 施設の安全性や長寿命化等の確保の観点から補修を要する施設の工事に係る財政
的基盤の構築を実現するとともに，基金により財源が確保されることで,計画的な工事実施への足掛か
りとする。

番号 措置名 交付金事業の名称

公共用施設に係る整備、維持補修又
は維持運営等措置

公共施設維持補修事業
（基金造成）



交付金事業の担当課室 総合戦略部政策推進課

交付金事業の評価課室 総合戦略部政策推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

基金の造成 積立 ― 211,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 30,000,000 140,000,000 211,000,000

うち文部科学省分 0 0 0

総事業費 30,000,000 140,000,000 211,000,000

うち経済産業省分 30,000,000 140,000,000 211,000,000

交付金事業の総事業費等 令和５年度 令和６年度 令和７年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動
実績

活動指標 単位 令和５年度 令和６年度

140,000,000 211,000,000

達成度 % 100.0% 100.0% 100.0%

令和７年度

基金造成額

活動実績 円 30,000,000 140,000,000 211,000,000

活動見込 円 30,000,000

交付金事業の成果目標及び成果
実績

0件

%

目標値

達成度

評価年度の設定理由

本年度積立分を充当する全事業の完了が令和12年度であり，その後１年間で成果実績を確認した後に評
価を実施するため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

評価年度　　令和13年度以降単位

件成果実績

成果目標

事故・苦情件数
0件

成果指標

公共施設維持補修事業により工事
を実施した不具合箇所に係る事
故・苦情発生件数（目標：0件）


